あなたとわたしのパートナーシップ・プラン
（第2次大館市男女共同参画社会推進計画）
平成26年７月
秋田県大館市
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第１章　計画の策定にあたって

１．計画の趣旨
男女共同参画推進に向け、国では、平成１１年に「男女共同参画社会基本法」、平成１３年に「配偶者暴力防止法」、平成１５年に「次世代育成支援対策推進法」を制定し、さらに、平成１９年１２月には、「仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）憲章」・「仕事と生活の調和推進のための行動指針」が策定され、官民一体となった取り組みにより、男女共同参画推進に大きな展開が見られました。
　秋田県においても、平成１４年４月に「秋田県男女共同参画推進条例」を施行、平成２３年３月には「第３次秋田県男女共同参画推進計画」を策定し、男女共同参画社会の実現に向けた総合的・計画的な推進を図っています。　
当市では、平成１７年３月に、「大館市あなたとわたしのパートナーシップ・プラン（大館市男女共同参画推進計画）」（第１次）を策定し、大館市における男女共同参画社会の将来像を「人権と平等を尊重し、『感謝・やさしさ・思いやり』のまち」として、国や県と歩調を一にする取り組みを行ってきました。
第１次計画から１０年を迎えるにあたり、新たな重点目標を定め、今後の男女共同参画をより総合的かつ効果的に推進するため、ここに「第２次大館市男女共同参画社会推進計画」を策定するものです。
２．基本理念

３．計画期間

計画期間は、平成２６年度から平成３１年度までの６年間とします。
４．計画体系図
	
	
	
	
	
	

	基本理念
	
	重点目標
	
	施策の方針

	
	
	
	
	
	

	　市民が、それぞれ自分らしく生きるため、男女の別なくお互いを認め合い、
　支えあい、『感謝、やさしさ、思いやり』の心で行動する社会を創ります。
	
	１
	パートナーシップ社会実現のための教育・　学習・啓発
（意識づくり）
	
	家庭や地域社会での男女共同参画を進めます

	
	
	
	
	
	教育の場での男女共同参画を進めます

	
	
	
	
	
	行政が率先して男女共同参画の考え方を進めます

	
	
	
	
	
	

	
	
	２
	男女がともに様々な　分野で活躍できる　　環境づくり
	
	ワーク･ライフ･バランス（仕事と生活の調和）の実現のための環境づくりを進めます

	
	
	
	
	
	男女が共に働き続けられる環境づくりを進めます

	
	
	
	
	
	

	
	
	３
	心豊かに暮らせる生活環境づくり
	
	高齢者、障がい者にやさしい環境づくり

	
	
	
	
	
	生涯を通じた男女の心と体の健康増進を図ります

	
	
	
	
	
	女性に対するあらゆる暴力の根絶を目指します

	
	
	
	
	
	

	
	
	４
	男性と女性が同じ視点に立った各種制度や　慣行などの見直し
	
	地域、職場、家庭など様々な場において、男女共同参画の視点に立った社会制度や慣行の見直しを推進します

	
	
	
	
	
	

	
	
	５
	施策・方針・計画等の決定過程においての　男女共同参画
	
	各種審議会委員等に女性を積極的に登用します

	
	
	
	
	
	行政、民間を問わず、様々な分野での決定過程への男女共同参画の拡大を促進します

	
	
	
	
	
	女性管理職の登用を促進します


 第２章　重点目標
１．パートナーシップ（男女共同参画）社会実現のための教育・学習・啓発（意識づくり）
男女共同参画実現の大きな障害の一つとして、人々の意識の中に長い時間をかけて形作られてきた、性別による固定的な役割分担意識やそれに基づく慣行です。このような意識は時代とともに変わりつつあるものの、いまだに根強く残っていることから、性別による行動や思考の限定を解消し、私たち一人一人が「平等」に扱われるべきという考え方を促進するため、学校、家庭、地域、職場など様々な分野において、男女平等を推進する啓発、教育、学習の充実を図ります。
○施策の方針

・家庭や地域社会での男女共同参画を推進します。

・教育の場での男女共同参画を推進します。

・行政が率先して男女共同参画の考え方を推進します。
○基本施策
	男女共同参画に関する情報を定期的に提供します。
	企画調整課

	・男女共同参画に関する情報の市広報誌・ホームページへの掲載


	関係機関との連携により、男女の関係や結婚・出産などについての慣習・慣行を家庭の中から見直す学習の機会を提供し、男女平等意識を醸成します。
	企画調整課

	・男女共同参画に関する啓発講座
・セミナーやワークショップの開催


	家族を育むとともに、母性・父性の役割の理解を高めるための学習の機会を提供します。
	健康課

	・フレッシュパパママ教室の開催

・父子健康手帳の配布

・妊婦体験ジャケット、赤ちゃん人形の貸出


	児童生徒に対しては、性別にとらわれない配慮をし、男女共同参画の視点に立った教育の推進を図ります。
	学校教育課

生涯学習課

	・学校生活において、教員が児童生徒に対して配慮するとともに、男女共同参画の趣旨に触れる機会を設定します。
・放課後児童クラブ、放課後子ども教室の業務の中で性別にとらわれない配慮を行います。


	男女が様々な生き方を認め合える学習の機会を提供します。
	企画調整課

	・男女の別なくお互いが様々な生き方を認め学ぶサークルや学習の機会の提供
・女性が活躍できる職場づくりをめざした各種学習会やシンポジウム等の開催と積極的な参加促進


	地域において多様な生き方が選択できる環境づくりをめざした地域活動・生涯学習の充実を図ります。
	生涯学習課

	・各施設において、地域活動、生涯学習の場としての活用を促進


	男女共同参画社会の実現に向けた職員研修の充実を図ります。
	職員課

	・男女共同参画に関する職員研修の実施

・外部の研修機関を活用し、男女共同参画に関する研修の受講促進


	職場における男女の固定的な役割が無いかどうか、また、男女共同参画の視点に立った行政施策かどうかを検証します。
	全課共通

	・職場、行政施策における男女共同参画について意識するよう努めます。


２．男女がともに様々な分野で活躍できる環境づくり
少子化・高齢化が進む本市においては、今後、労働力人口が不足することが予想され、社会活力を維持するため、女性の就業参加が必要となります。しかし現在は、出産・育児で仕事を中断することによる育児世代の就職率の落ち込みが目立ち、その後はパートタイム等の非正規雇用で収入を得るパターンが多くなっています。
今後、女性も様々な分野で能力を発揮し、地域の活力を維持するためには、出産・育児により就業を中断することなく、中断しても再チャレンジができるような環境を整備することが必要となります。

そこで、ワーク・ライフ・バランス（仕事と生活の調和）の実現をはじめ、男女の別に関わらず、ともに仕事・家事・育児に活躍できる社会を目指します。

○施策の方針

　・ワーク･ライフ･バランス（仕事と生活の調和）の実現のための環境づくりを進めます。
　・男女が共に働き続けられる環境づくりを進めます。
○基本施策
	ワーク・ライフ・バランスの実現に向けた取り組みについて啓発を推進します。
	企画調整課

	・市広報誌、ホームページ等によりワーク・ライフ・バランスについて、積極的に情報提供を実施し、意識啓発を行います。


	家事・育児・介護などの生活技術の習得を支援しながら、家庭内の固定的な役割分担の見直しを図ります。
	健康課

	・子育て中の親の悩みや不安解消を図るため、家庭教育支援の「しゃべり場」を実施します。
・フレッシュパパママ教室の開催

・父子健康手帳の交付

・乳幼児や小中学生とその親を対象に、講話や体験学習を実施します。

・育児支援などについての様々な相談に応じながら、一方に負担が偏らないよう啓蒙します。


	男女がともに働き続けられる環境整備に向けて、出産・育児・介護等の支援を進めます。
	健康課、職員課

	・妊娠届出時に母性健康管理指導事項連絡カードを利用することで、出産や育児に関する負担軽減を図れる制度の周知を図ります。

・育児休業等の取得を促進するため、安心して育児休業等を取得できるようにする産前産後休暇制度及び育児休業期間に保育が受けられるような環境を整備します。


	多様な保育サービスの提供
	子ども課

	・一時、病児、病後児、延長、休日、障害児保育などの多様な保育サービスを実施し、特別保育事業の充実を図ります。

	子育てに関する相談業務の充実
	子ども課、健康課

	・保育園への子育て相談室を設置し、相談窓口の充実を図ります。

・ホームページや広報などを活用し、子育て情報の提供に努めます。


	地域における子育てサービスの充実を図ります。
	子ども課

	・保育所地域活動事業の実施により、地域の子育て機能の向上と就学前教育の活性化を図ります。

・子育てサークル活動を支援します。


	児童の健全育成を図ります。
	子ども課
生涯学習課

	・母子保健事業の実施による児童の健全育成の充実を図ります。

・児童館の活用により、地域における児童の居場所づくりを図ります。


	ひとり親家庭への支援
	子ども課、健康課

都市計画課

	・母子自立支援員を配置し、ひとり親家庭の問題解決を支援します。

・各種健診や教室、相談を通じた情報提供と不安の解消を支援します。

・市営住宅の住居抽選において、低所得のひとり親家庭の抽選確率を上げて優先性を持たせます。


	雇用の分野における差別を解消します。
	商工課

	・ハローワーク等と連携し、男女の賃金格差や雇用形態の区別などの解消に向け、関係法令が順守されるよう周知を図ります。
・ハローワーク等と連携し、各企業へパートタイム労働者の条件整備を促進します。


	商工業・農業分野等における男女共同参画を促進します。
	農林課　
農業委員会

	・産地直売所における女性の雇用を促進します。

・農業分野での家族経営協定を促進します。


	女性が働き続けられる職場づくりを進めます。
	商工課
企画調整課
消防総務課

	・商工会議所等関係団体と連携し、各企業へのワーク・ライフ・バランスの周知を図ります。
・秋田県男女イキイキ職場宣言事業所の募集と制度の周知を図ります。
・女性消防士の働ける庁舎環境（仮眠室・トイレ等の設置）を推進します。


	男女共同参画指標
	担当部署
	現状値
（Ｈ25）
	目標値
	目標年次

	待機児童数の解消
	子ども課
	４６人
	０人
	H27

	一時預かり事業の実施
	子ども課
	３施設
	４施設
	H27

	男性の育児休暇取得
	企画調整課
	－
	１０人
	H29


３．心豊かに暮らせる生活環境づくり
憲法や各種法律が男女の平等を目指しているものの、未だに男女間の格差や差別などが解消されたとはいえない状況で、ドメスティック・バイオレンス（ＤＶ）やセクシャル・ハラスメントなどが課題となっています。これには、家庭や職場などでの男女の固定的役割意識や上下関係などが要因としてあり、相手の人格を尊重し、思いやりをもって暮らせる社会づくりと、暴力の根絶に向けた社会づくりが必要です。

また、高齢者、障害者に対しては、男女共同参画社会を形成する一員として、社会に参画できる機会の提供、経済的自立を促進できる環境整備が必要です。

生涯を通じて、男女とも健康で生き生きと充実した生活を送れるような生活環境づくりを目指します。

○施策の方針
・高齢者、障がい者にやさしい環境づくりを目指します。
・生涯を通じた男女の心と体の健康増進を図ります。

・女性に対する暴力の根絶を目指します。
○基本施策
	高齢者・障がい者が安心して生活できる環境の整備を図ります。
	都市計画課
土木課

	・市営住宅の建て替えや修繕時に、トイレや階段への手すりの設置など高齢者・障害者の生活に配慮した設計を実施します。

・住民要望を踏まえたまちづくりを進めます。

・歩道の段差の解消を進め、高齢者、障害者の移動の安全性の向上を図ります。


	高齢者が自立して元気に生活を続けられる社会づくりを図ります。
	長寿課、健康課

	・高齢者が安心して元気に生活が続けられるよう地域包括支援センター、居宅介護事業者等関係機関と連携を図ります。

・閉じこもり予防事業等高齢者福祉サービスの充実を図ります。

・健康に関する情報提供

・後期高齢者の健康診査


	健康な母体づくりの支援のため妊婦健康診査や妊婦相談など、妊婦教育の充実を図ります。
	健康課

	・妊婦健康診査、妊婦歯科健康診査の意義の啓発と受診勧奨

・健康教室等での情報提供のほか、パンフレットなどでの啓発活動


	ＤＶ、家庭内暴力・いじめ・虐待、セクシュアル・ハラスメント、性犯罪などの撲滅に向けた働きかけ及び支援体制を強化します。
	健康課、福祉課

学校教育課

生涯学習課

	・ＤＶ、いじめ、虐待等に対する相談支援体制の強化充実と関係機関の連携強化

・こんにちは赤ちゃん事業（乳児家庭全戸訪問事業）の推進

・虐待の早期発見・予防の取り組み
（各健診、教室、相談での虐待チェックリストを含むアンケートの実施）

・児童生徒の状況を正しく把握し、疑義のある時は関係機関に相談するなど、児童生徒を支援する態勢を継続します。

・大館市少年相談センターの業務として、いじめ等の相談活動、街頭補導等の業務を行います。


	生涯にわたり健康で充実した生活を送れるよう男女の健康づくりを図ります。
	健康課


	・がん検診の実施(胃がん、大腸がん、乳がん、子宮がん、前立腺がん)と受診率の向上
・健康教育(健康づくり講座)と健康相談を実施します。


	地域や青少年関係団体との連携により、青少年の健全育成に向けた取り組みを促進します。
	生涯学習課

	・青少年の指導、育成等を目的に関係団体職員等を委員とした大館市青少年問題協議会で、必要な連絡協議を行います。


	男女共同参画指標
	担当部署
	現状値
（Ｈ24）
	目標値
	目標年次

	がん検診受診率（胃がん）の向上
	健康課
	7.8％
	40.0％
	H35

	がん検診受診率（大腸がん）の向上
	健康課
	16.0％
	40.0％
	H35

	がん検診受診率（子宮がん）の向上
	健康課
	23.2％
	50.0％
	H35

	がん検診受診率（乳がん）の向上
	健康課
	16.9％
	50.0％
	H35

	がん検診受診率（前立腺がん）の向上
	健康課
	16.8％
	50.0％
	H35

	特定健診受診率の向上
	健康課
	28.3％
	60.0％
	H29


　※「第2次健康おおだて２１」の目標数値（平成26年3月公表）
４．男性と女性が同じ視点に立った各種制度や慣行などの見直し
社会制度や慣行は、それぞれの目的や経緯を持って生まれてきたものではありますが、男女共同参画社会の形成という視点から見た場合、明示的に性別による区別を設けていない場合でも、男女の置かれている立場の違いなどを反映して、結果的に男女に中立に機能しない場合があります。

このため性別による固定的な役割分担意識にとらわれず、様々な活動に参画していける条件整備と、女性の活動や生活を制約するような影響を与える社会制度や慣行などの見直しを男女が同じ視点に立って考え、配慮していくように努めます。

○施策の方針

　・地域、職場、家庭など様々な場において、男女共同参画の視点に立った社会制度や慣行の見直しを推進します。
○基本施策
	男女共同参画に関する認識を深めるために広報、啓発活動を推進します。
	企画調整課

	・広報、ホームページによる男女共同参画に関する情報提供を実施します。


	職場、家庭、地域など様々な場における社会制度や慣行について、性別による役割分担とならないよう見直しを進めます。
	全課共通

	・様々な分野において、男性優位の差別的な慣行が残っているものについて、男女共同参画の観点からの啓発を実施します。


	市の審議会、委員会の女性の登用状況を把握するとともに、女性の登用率を高めます。
	全課共通

	・審議会、委員会の委員への女性の登用を推進します。


	防災、まちづくり、地域活動など、様々な分野における女性の参加機会を拡充するための環境整備に努めます。
	全課共通

	・研修会やワークショップなど女性が参加しやすい環境をつくります。

・地域活動の拠点づくりを推進します。

・女性消防団の認知度を高め、地域防災活動の活性化を図ります。
・防災の分野における男女共同参画意識の啓発を行います。


５．施策・方針・計画等の決定過程においての男女の共同参画
女性の社会進出が進み、共働き世帯が片働き世帯を上回るまでになりましたが、国・地方の政策や企業・団体の方針などの決定は、大部分は男性の主導で行われているのが現状で、まだまだ十分とはいえない状況にあります。これは、社会システムにおいて、女性の意思が反映されにくく、男女の格差の解消を遅らせる原因となっています。

今後、行政・民間を問わず、あらゆる分野での決定過程へ男女の共同参画を拡大していくために、行政が率先して取組み、企業、関係機関、団体等に対しても働きかけを行い、政策、方針の決定過程への女性の参画を一層進め、男女が共に政策・方針を決める社会を目指します。

○施策の方針
　・各種審議会委員等に女性を積極的に登用します。

　・行政、民間を問わず様々な分野での決定過程への男女共同参画の拡大を促進します。
　・女性管理職の登用を促進します。
○基本施策
	各種審議会、委員会に女性を積極的に登用し、その比率を高めるとともに、女性の視点からの意見が十分反映される施策づくりを進めます。
	全課共通

	・女性委員のいない委員会・審議会の解消に向けた取り組み


	地域づくりや地域活動など幅広い分野における女性の参画を進めます。
	企画調整課

	・県、団体、企業などと連携し、幅広い分野における女性の人材情報の収集
・女性の人材の積極的活用に向け、必要とする機関への情報提供


	各分野における、女性の人材育成と活用を図ります。
	全課共通

	・政策・方針決定過程への女性自身の参画意欲を高めるため、教育、学習の場での情報提供


	女性リーダーならびに女性団体の育成・交流機会の確保・連携を進めます。
	企画調整課

	・男女共同参画センター等関係機関と連携し、女性リーダー及び女性団体育成のための講座を開催し交流機会を創出します。


	女性職員の職域拡大及び管理職への登用を進め、多様な能力の発揮、向上が図られるよう努めます。
	職員課

	・様々な分野で活躍できる女性職員の育成


	男女共同参画指標
	担当部署
	現状値
（Ｈ24）
	目標値
	目標年次

	各種委員会・審議会への女性委員登用率
	全課共通
	25.9％
	33.0％
	H27


第３章　計画の進行管理・推進体制
１．進行管理
男女共同参画に関する施策を効果的に推進するため、現状や問題点について把握し、この計画の定期的な進行管理を行います。
（１）計画の継続的評価と見直し
適切な指標を設定し、進捗状況を検証します。さらに、検証結果を施策に反映していきます。
（２）数値目標の設定による取り組みの強化
新大館市総合計画で設定した、「審議会等委員の女性割合を平成２７年までに３３％にする」という数値目標の早期達成を目指すとともに、事業計画ごとの数値目標をできるだけ掲げ、計画の推進を図ります。
なお、これらの数値目標は計画期間中、市の総合計画等を踏まえ随時見直していきます。
（３）市役所内部の取組強化
市役所内部での取組が市民や事業者の取組の参考事例となるよう、積極的な姿勢が求められていることから、政策決定過程における女性の参画促進や、家庭生活等と両立しやすい職場づくり等について、より一層の推進を目指し、施策を展開します。さらに、このような取り組みを全庁的なものとし、着実な推進を確保します。

２．推進体制
パートナーシップ・プランを推進するため、行政が率先して役割を果たすためには、庁内において男女共同参画推進計画にある具体的な取り組みについて、進行管理を行い、計画の実行性の確保に留意しながら効率的、効果的な推進を図ります。
3． 市民、団体等との連携協力
パートナーシップ社会を形成するためには、行政のみならず、市民すべてが主体的に取り組める環境づくりが求められます。そのため、市民はじめ、県、他市町村、教育機関、企業、男女共同参画センター、ＮＰＯ、各種団体など（以下「関係機関等」という。）と連携・協力しながら積極的な取り組みを図ります。

（1） 関係機関等との連携協力

男女共同参画を推進する関係機関等との連携を強化しその支援に努めます。

（2） パートナーシップ・プランの周知と情報交換

市のホームページなどあらゆる機会を通じてパートナーシップ・プランの周知を図るとともに、関係機関等との情報交換の機会を拡充します。

秋田県男女共同参画推進条例
目次
前文
第１章　総則（第１条‐第６条）
第２章　基本的施策（第７条‐第１５条）
第３章　性別による人権侵害の禁止（第１６条）
第４章　苦情の処理（第１７条・第１８条）
第５章　秋田県男女共同参画審議会（第１９条‐第２３条）
附則
人はすべて、性別にかかわらず、個人として尊重され、法の下に平等でなければならない。しかし、性別によって役割を固定的にとらえる意識や慣行は、家庭、職場、学校、地域社会等において、今なお残されており、男女の自由な活動の選択の妨げとなっている。一方、少子高齢化の進展、人口の減少等の社会情勢の変化に伴い、自然、文化、産業、人材等あらゆる資源を有効に活用し、豊かで活力のある社会を形成していくことが求められている。
これらの課題を克服するためには、社会における制度や慣行が男女の自由な活動の選択に影響を及ぼさないようにすることにより、男女が、社会の対等な構成員として、自らの意思によって社会のあらゆる分野における活動に参画できる機会が確保されるよう、男女共同参画の推進を図っていくことが何よりも重要である。
ここに、男女共同参画の推進の方向を明らかにし、事業者、市町村等との協調を図りながら、男女共同参画を総合的かつ計画的に推進するため、この条例を制定する。
第1章 　総　則
（目的）
第１条　この条例は、男女共同参画に関する基本指針を定め、並びに県、事業者及び県民の責務を明らかにするとともに、男女共同参画の推進に関する施策の基本的な事項を定めることにより、男女共同参画を総合的かつ計画的に推進することを目的とする。
（定義）
第２条　この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。
一　男女共同参画男女が、社会の対等な構成員として、自らの意思によって社会のあらゆる分野における活動に参画する機会が確保され、もって男女が均等に政治的、経済的、社会的及び文化的利益を享受することができ、かつ、共に責任を担うことをいう。
二　積極的改善措置前号に規定する機会に係る男女間の格差を改善するため必要な範囲内において、男女のいずれか一方に対し、当該機会を積極的に提供することをいう。
（基本指針）
第３条　男女共同参画は、次に掲げる事項を基本的な指針として推進されなければならない。
一　男女が、性別による差別的取扱いを受けないこと、男女が個人として能力を発揮する機会が確保され、自己の意思と責任による多様な生き方を選択できることその他の男女の人権が尊重されること。
二　男女の社会における活動の選択に対して、社会における制度又は慣行が及ぼす影響をできる限り中立なものとするように配慮すること。
三　男女が、県における政策又は民間の団体における方針の立案及び決定に共同して参画する機会が確保されること。
四　家族を構成する男女が、相互の協力と社会の支援の下に、子の養育、家族の介護その他の家庭生活における活動を行い、かつ、職場、地域その他の社会生活における活動を行うことができるようにすること。
五　男女が、それぞれの身体についての特徴を理解し合うことにより、妊娠、出産等に係る相互の判断を尊重し、生涯を通じて心身ともに健康に生活できるようにすること。
六　国際社会における取組を勘案し、その動向に配慮すること。
七　県、事業者、県民及び市町村が連携協力を図りながら、それぞれ主体的に取り組むこと。
（県の責務）
第４条　県は、前条各号に掲げる基本指針（以下「基本指針」という。）に基づき、男女共同参画の推進に関する施策（積極的改善措置を含む。以下同じ。）を総合的に策定し、及び実施する責務を有する。
（事業者の責務）
第５条　事業者は、その事業活動を行うに当たっては、基本指針を尊重し、当該事業者に雇用される男女が能力を十分に発揮できる環境の整備に積極的に取り組むとともに、県の施策に協力するように努めなければならない。
（県民の責務）
第６条　県民は、基本指針にのっとり、男女共同参画の推進に寄与するように努めなければならな
い。
第２章　　基本的施策
（基本計画）
第７条　知事は、男女共同参画の推進に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図るため、男女共同参画の推進に関する基本的な計画（以下「基本計画」という。）を定めなければならない。
２ 基本計画は、次に掲げる事項について定めるものとする。
一　総合的かつ長期的に講ずべき男女共同参画の推進に関する施策の大綱
二　前号に掲げるもののほか、男女共同参画の推進に関する施策を総合的かつ計画的に推進するために必要な事項
３ 知事は、基本計画を定めようとするときは、あらかじめ、秋田県男女共同参画審議会の意見を聴　　くほか、県民の意見を反映させるために必要な措置を講じなければならない。
４ 知事は、基本計画を定めたときは、遅滞なく、これを公表しなければならない。
５ 前二項の規定は、基本計画の変更について準用する。
（市町村に対する協力）
第８条　県は、市町村における男女共同参画の推進に関する計画の策定及び施策の実施について、情報の提供、助言その他の必要な協力を行うものとする。
（県民等に対する支援）
第９条　県は、県民及び民間の団体が行う男女共同参画の推進のための活動について、交流の機会の提供、情報の提供、相談その他の必要な支援を行うものとする。
（施策の策定等に当たっての配慮）
第１０条　県は、男女共同参画の推進に影響を及ぼすと認められる県の施策を策定し、及びこれを実施するに当たっては、男女共同参画の推進に配慮するものとする。
（男女間の暴力の防止に関する取組）
第１１条　県は、配偶者間その他の男女間の暴力を防止するよう啓発、相談、被害者に対する支援その他の必要な措置を講ずるように努めるものとする。
（教育の充実等）
第１２条　県は、男女共同参画の推進に関し、学校教育その他の教育及び広報活動を通じて、事業者及び県民の理解を深めるよう適切な措置を講ずるように努めるものとする。
（男女共同参画推進月間）
第１３条　県は、県民の間に広く男女共同参画についての関心と理解を深めるとともに、積極的に男女共同参画の推進に関する活動への参加を促進するため、男女共同参画推進月間を設ける。
２ 男女共同参画推進月間は、毎年６月とする。
（調査研究等）
第１４条　県は、男女共同参画の推進に関する施策を策定し、及び実施するため必要な情報の収集、分析及び調査研究を行うものとする。
（年次報告）
第１５条　知事は、毎年、男女共同参画の推進の状況及び男女共同参画の推進に関し県が講じた施策を明らかにする報告書を作成し、公表するものとする。
第３章　　性別による人権侵害の禁止

（性別による人権侵害の禁止）
第１６条　何人も、いかなる場合においても、配偶者間その他の男女間において暴力行為又は精神的に著しい苦痛を与える行為をしてはならない。
２ 何人も、いかなる場合においても、性的嫌がらせ（性的な言動により相手方の生活環境を害すること又は性的な言動に対する相手方の対応により不利益を与えることをいう。）をしてはならない。
第４章　　苦情の処理
（苦情の処理）
第１７条　県内に住所を有する者又は在勤し、若しくは在学する者（次条において「県民等」という。）は、前条に規定する行為その他の男女共同参画の推進を阻害する行為による被害を受けたときは、知事に対し、苦情の処理の申出をすることができる。
２ 知事は、前項に規定する申出があったときは、関係機関と協力して当該申出に係る事項の処理に　努めるものとする。
３ 知事は、第一項に規定する申出に係る事項を処理させるため、男女共同参画苦情調整員（以下「苦情調整員」という。）を置く。
４ 苦情調整員は、必要に応じて、第一項に規定する申出の関係者に対し、その協力を得た上で調査、　　指導及び助言を行うことができるものとする。
第１８条　県民等及び民間の団体は、男女共同参画の推進に影響を及ぼすと認められる県の施策について苦情がある場合は、知事に申し出ることができる。
２ 知事は、前項の規定による申出があった場合においてその処理について必要があると認めるとき　　は、次条に規定する秋田県男女共同参画審議会に諮問するものとする。
３ 知事は、前項の規定による諮問に対する答申があったときは、これを尊重して、速やかに適切な措置を講ずるものとする。
第５章　　秋田県男女共同参画審議会
（審議会の設置及び所掌事務）
第１９条　第７条第３項及び第条第２項18 の規定による諮問に応じて調査審議をさせるため、秋田　　県男女共同参画審議会（以下「審議会」という。）を置く。
２ 審議会は、前項に規定する調査審議をするほか、知事の諮問に応じ男女共同参画の推進について　の重要事項を調査審議するとともに、その事項に関して知事に意見を述べることができる。
（組織及び委員の任期）
第２０条　審議会は、委員 10 人以内で組織する。
２ 委員は、学識経験のある者のうちから、知事が任命する。
３ 委員の任期は、２年とする。ただし、補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。
４ 委員は、再任されることができる。
（会長）
第２１条　審議会に、会長を置く。
２ 会長は、委員の互選によって定める。
３ 会長は、審議会を代表し、会務を総理する。
４ 会長に事故があるときは、会長があらかじめ指名する委員が、その職務を代理する。
（会議）
第２２条　審議会は、会長が招集する。
２ 会長は、審議会の議長となる。
３ 審議会は、委員の過半数が出席しなければ、会議を開くことができない。
４ 審議会の議事は、出席した委員の過半数で決し、可否同数のときは、議長の決するところによる。
（委任規定）
第２３条　この章に定めるもののほか、審議会の運営に関し必要な事項は、会長が審議会に諮って定める。
附則
（施行期日）
１ この条例は、平成１４年４月１日から施行する。
（経過措置）
２ 男女共同参画社会基本法（平成１１年法律第７８号）第１４条第１項の規定により定められた男　女共同参画計画は、第７条の規定により定められた男女共同参画基本計画とみなす。
用　語　説　明
セクシャル・ハラスメント
　相手の意に反する性的な言動によって、不利益を与えたり、不快な思いをさせたり、能力の発揮に重大な影響力を与えたりすること。
男女共同参画社会 

男女が、社会の対等な構成員として、自らの意思によって社会のあらゆる分野における活動に参画する機会が確保され、もって男女が均等に政治的、経済的、社会的及び文化的利益を享受することができ、かつ、共に責任を担うべき社会のことです。 

男女共同参画社会基本法 

男女共同参画社会の形成に関し、基本理念を定め、並びに国、地方公共団体及び国民の責務を明らかにするとともに、男女共同参画社会の形成の促進に関する施策の基本となる事項を定めることにより、男女共同参画社会の形成を総合的かつ計画的に推進することを目的として、平成11年6月23日法律第78号として、公布、施行されました。

ドメスティック・バイオレンス（ＤＶ）　
女性、子ども、高齢者，障害者などの家庭内弱者への「継続的な身体的、心理的虐待、性的虐待など」をいう。女性問題としては、夫や恋人など「親しい」男性から女性への暴力をいう。単に殴る蹴るなどの身体的暴力だけでなく、威嚇、無視、行動の制限など、心理的な苦痛を与えることも含まれる
配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する法律の一部を改正する法律」（平成16年6月2日公布、平成16年12月2日施行）では、配偶者からの暴力を「配偶者からの身体に対する暴力（身体に対する不法な攻撃であって生命又は身体に危害を及ぼすものをいう。）又はこれに準ずる心身に有害な影響を及ぼす言動（以下「身体に対する暴力等」という。）をいい、配偶者からの身体に対する暴力等を受けた後に、その者が離婚をし、又はその婚姻が取り消された場合にあっては、当該配偶者であった者から引き続き受ける身体に対する暴力等を含むものとする。」と定義しています。

なお、内閣府においては、対象範囲に恋人も含むより広い概念として、「夫・パートナーからの暴力」という用語を使用する場合もあります。ここで「夫」という言葉を用いているのは、女性が被害者になることが圧倒的に多いからです。

ワーク・ライフ・バランス
　老若男女誰もが、仕事、家庭生活、地域生活、個人の自己啓発など、様々な活動について、自ら希望するバランスで展開できる状態である。このことは、「仕事の充実」と「仕事以外の生活の充実」の好循環をもたらし、多様性に富んだ活力ある社会を創出する基盤として極めて重要である。
※内閣府 男女共同参画会議 仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）に関する専門調査会「「ワーク・ライフ・バランス」推進の基本的方向報告」より（平成１９年７月）

市民が、それぞれ自分らしく生きるため、男女の別なくお互いを認め合い、


支えあい、『感謝、やさしさ、思いやり』の心で行動する社会を創ります。








あなたとわたしのパートナーシップ・プラン


（大館市男女共同参画社会推進計画）


平成２６年７月
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